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  第１ 全般的事項 
 

 

1 施策目標の実現と健全財政の堅持の両立 

  予 算 執 行 に あ た っ て は 、 施 策 目 標 の 達 成 に 向 け て 常 に 目 標 意 識 を 持 っ て 執 行 し 、 限 ら れ
た 財 源 で 最 大 の 効 果 を あ げ る よ う 、 計 画 的 ・ 効 率 的 執 行 に 努 め 、 弾 力 性 の 確 保 に 努 め る な
ど 健 全 財 政 を 堅 持 す る こ と と し ま す 。  

 
 

 

 

 

 

 

2 費用対効果の検証による事業の効率化と経費の節減 

  個 々 の 事 務 事 業 の 目 的 と 成 果 を 明 確 に し 、 費 用 対 効 果 の 検 証 に よ っ て 事 業 の 効 率 化 を 図
り 、 経 費 の 節 減 に 努 め て 下 さ い 。  

  ま た 、 予 算 の 執 行 を 通 じ て 、 市 ⺠ 等 の 意 向 を 十 分 に 把 握 す る よ う 努 め 、 事 業 の 優 先 順 位
を 見 極 め 、 的 確 な 取 捨 選 択 を 行 い 、 硬 直 化 を 招 く こ と の な い よ う 事 務 事 業 の 改 善 ・ 合 理 化
に 努 め て 下 さ い 。 特 に ３ か 年 が 経 過 し た 事 業 に つ い て は 、 縮 減 ・ 廃 止 も 視 野 に 入 れ て 検 証
し て く だ さ い 。  

 
 

3 規則等の遵守 

予 算 の 執 行 に 当 た っ て は 、「 新 居 浜 市 予 算 の 編 成 及 び 執 行 に 関 す る 規 則（ 昭 和 ４ ３ 年 １
月 １ ６ 日 規 則 第 ２ 号 ）」及 び「 予 算 の 効 率 的 執 行 と 経 費 節 減 に つ い て（ 昭 和 ４ ４ 年 庁 達 第
１ 号 ） 」 を 遵 守 し て 下 さ い 。  

 
 
4 予算の補正について 

年 度 途 中 の 新 た な 財 政 需 要 に つ い て は 、原 則 と し て 計 上 予 算 の 範 囲 内 で 機 動 的・弾 力 的
に 対 処 す る こ と と し 、制 度 改 正 等 真 に や む を 得 な い も の に つ い て の み 予 算 の 補 正 を 行 う こ
と と し ま す 。  

た だ し 、経 済 対 策 に 基 づ く 国 の 補 正 予 算 に つ い て は 積 極 的 な 獲 得 に 努 め る と と も に 、地
方 創 生 に 関 す る 施 策 に つ い て は 、国 等 の 動 向 に 留 意 し 、補 正 な ど の 必 要 が 生 じ た 場 合 は 適
切 に 対 応 し て く だ さ い 。  

 

 

＜H31当初予算のポイント＞ 
①防災・減災対策の強化・充実 
②新居浜市総合戦略の完遂 
③『えひめさんさん物語』の成功 
④⼩中学校教育⼒の向上 
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  第２ 歳入に関する事項  
 

1 市税収入 

自 主 財 源 の 根 幹 を な す 市 税 に つ い て は 、税 負 担 の 公 平 を 期 す た め 課 税 客 体 の 完 全 な 把 握
に 努 め る と と も に 、滞 納 整 理 の 早 期 着 手 と 計 画 的 な 取 り 組 み な ど 徴 収 率 の 向 上 に 最 大 限 の
努 力 を 払 い 、 そ の 確 保 を 図 っ て 下 さ い 。  

 
2 使用料等 

使 用 料 ・ 手 数 料 に つ い て は 、 不 納 欠 損 額 、 収 入 未 済 額 の 解 消 に 最 大 限 努 め て 下 さ い 。  
  今 年 度 10月 か ら の 消 費 税 率 引 き 上 げ に よ る 見 直 し が 必 要 な 条 例 及 び 規 則 は 、漏 れ の な い

よ う に 改 正 の 上 、 改 正 後 は 新 規 の ル ー ル に 従 い 徴 収 し て く だ さ い 。  
 
 
3 国（県）支出金 

国（ 県 ）支 出 金 に つ い て は 、国・県 の 動 向 を 十 分 に 見 極 め な が ら 、積 極 的 な 確 保 と 情 報
収 集 を 行 っ て く だ さ い 。  

な お 、国・県 の 制 度 改 正 等 に 伴 い 、計 画 し て い る 歳 入 の 一 部 も し く は 全 部 に つ い て 措 置
さ れ な く な っ た 場 合 は 、財 源 を そ の ま ま 一 般 財 源 に 求 め る の で は な く 、ま ず 当 該 事 業 の 縮
減 等 に よ る 調 整 を 行 う よ う に し て 下 さ い 。  

国（県）支出金の事業計画等（申請・変更）を提出する際は、財政課へ合議して下さい。 
 
 
4 市 債 

市 債 に つ い て は 、総 額 の 確 保 と 良 質 化 を 図 る 必 要 が あ り ま す 。事 業 執 行 上 の 問 題 か ら 借
り 入 れ に 支 障 を き た す こ と の 無 い よ う 財 政 課 と 十 分 連 携 し て 進 め て 下 さ い 。  

 
5 その他収入 

未 利 用 資 産 に つ い て 、 売 却 等 の 処 分 を 積 極 的 に 進 め て 下 さ い 。  
ま た 、広 告 付 封 筒 な ど の 募 集 や 、庁 舎 内 や 公 共 施 設 の 空 き ス ペ ー ス を 活 用 し た 税 外 収 入

の 確 保 等 に も 積 極 的 に 取 り 組 み 、 自 主 財 源 の 確 保 に 努 め て 下 さ い 。  
 
  第３ 歳出に関する事項  

 

1 執行計画 

各 部 局 に お け る 自 主 管 理 、責 任 執 行 体 制 を 基 本 に 、規 則 第 １ １ 条 に 基 づ き 、歳 出 予 算 の
執 行 計 画 書 の 作 成 を 行 い 、 予 算 の 計 画 的 、 効 率 的 執 行 管 理 に 努 め て 下 さ い 。  
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2 予算の執行 

（１）予算の配当及び通知（地⽅⾃治法施⾏令第150条、第151条） 
    予 算 の 執 行（ 支 出 負 担 行 為 ）は 、予 算 の 配 当 が 行 わ れ る こ と に よ り 初 め て な し 得 る

も の で す が 、本 年 度 も 予 算 の 成 立 に よ り 、配 当 及 び 通 知 が な さ れ た も の と み な し ま す
（ 補 正 予 算 に つ い て も 同 様 と し ま す ） 。  

 

（２）公共事業等の早期執⾏と予算の繰り越し 
公 共 事 業 等 に つ い て は 、国・県 の 動 向 に 留 意 し つ つ 、年 度 内 執 行 を 原 則 と し て よ り

計 画 的 な 執 行 を 図 り 、 早 期 発 注 ・ 早 期 完 成 に 努 め て 下 さ い 。  
特 に 、過 年 度 事 業 に つ い て は 、 第 ２ 四 半 期 中 に 契 約 率 ９ ０ %を 、 現年事業について

は、第２四半期中に契約率８０％を目標と し 、 最 大 限 早 期 執 行 に 取 り 組 ん で 下 さ い 。  
また、予算の繰り越し（繰越明許費）は、あくまでも例外措置であることを再度徹底

し、年度内執行に努める必要があることから、原則として、単独事業等について、予算
の繰り越しは認めません。 

 

（３）契約差⾦（⼊札減少⾦）の取り扱い 
    単 独 事 業 に 係 る 委 託 料 、工 事 請 負 費 、備 品 購 入 費 等 の 契 約 差 金 に つ い て は 、不 用 額

と し て 確 実 に 留 保 し て 下 さ い 。や む を 得 ず 執 行 し な け れ ば な ら な い 場 合 は 、総 合 政 策
課 、 財 政 課 と 協 議 の 上 決 定 す る こ と と し ま す 。  

    な お 、 工 事 請 負 契 約 の 変 更 の 際 は 、 「 新 居 浜 市 事 務 決 裁 規 程 別 表 第 ３ 」 に 留 意 し 、
適 正 に 処 理 し て 下 さ い 。  

 

（４）執⾏⼿順と点検 
  ア 法 令 、 規 則 及 び 予 算 の 目 的 に 従 い 適 正 な 執 行 に 努 め て く だ さ い 。  
  イ 予 算 執 行 は 、 予 算 執 行 早 見 表 （別表１）及 び 出 納 事 務 マ ニ ュ ア ル を 確 認 の 上 行 っ て

く だ さ い 。  
ウ 予 算 の 執 行 に 当 た っ て は 、内 部 チ ェ ッ ク 機 能 の 強 化 等 を 通 じ て 適 正 な 事 務 処 理 に 努

め て 下 さ い 。  
エ 特 定 財 源 の 確 定 し な い も の は 、 確 定 す る ま で 事 業 執 行 を 留 保 し て 下 さ い 。（ 規 則 第

１ ６ 条 第 １ 項 ）  
   
（５）旅費 
    旅 費 の 執 行 に あ た っ て は 、可 能 な 限 り パ ッ ク 旅 行 を 利 用 す る も の と し 、そ れ が で き

な い 場 合 は「 職 員 の 出 張 に 関 す る 取 り 扱 い に つ い て（ 昭 和 ３ ９ 年 庁 達 第 ７ 号 ）」を 遵
守 し て 下 さ い 。 庁 達 第 ７ 号 の 原 則 に 依 ら な い も の に つ い て は 、 別 途 決 裁 を 取 る な ど 、
例 外 的 措 置 で あ る こ と を 明 確 に し て 下 さ い 。  

    ま た 、公 用 車 使 用 に よ る 県 外 出 張 の 範 囲 に つ い て 、今 年 度 よ り 岡 山 県 も 含 む こ と と
し ま し た の で 、旅 費 計 算 基 準 に 従 い 、全 体 的 な 経 費 節 減 に 努 め て 下 さ い 。（「職員ポー
タル＞リンク集＞旅費計算基準」を参照） 
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（６）施設修繕料 
随 意 契 約 が 可 能 な 施 設 修 繕 料 の 金 額 の 上 限 は 130万 円 と し ま す 。 （ 器 具 修 繕 料 に つ

い て は 、 50万 円 で の 区 分 と な り ま す の で ご 注 意 く だ さ い 。 ）  
     

（７）負担⾦ 
    出 席 負 担 金 に つ い て は 、業 務 あ る い は 職 員 の 資 質 向 上 へ の 貢 献 度 な ど 、当 該 会 議 等

へ の 出 席 の 必 要 性 を 十 分 検 討 し て 下 さ い 。懇 談 会 の 経 費 及 び 全 国 規 模 の 大 会 並 び に 高
額 負 担 金（ 予 算 で 認 め た も の は 除 く ）を 伴 う 参 加 は 原 則 と し て 認 め ま せ ん 。ま た 、出
席 負 担 金 に 昼 食 代 が 含 ま れ る 場 合 は 、出 席 者 が 後 日 昼 食 代 を 納 め る こ と と な っ て い る
点 に 留 意 し て 下 さ い 。  

    会 費 的 な 負 担 金 に つ い て は 、加 入 し て い る 団 体 の 行 政 上 の 効 果 等 に つ い て 常 に 見 直
し を 行 い 、 効 果 の な い も の に つ い て は 加 入 を 取 り 止 め る な ど 節 減 に 努 め て 下 さ い 。  

 

（８）使⽤料 
    複 合 機（ 複 写 機 ）使 用 料 に つ い て は 、印 刷 部 数 を 必 要 最 小 限 に と ど め る な ど 経 費 節

減 に 努 め て 下 さ い 。ま た 、チ ラ シ な ど 一 定 部 数 以 上 の カ ラ ー 印 刷 に つ い て は 、原 則 総
務 課 に 導 入 さ れ た 印 刷 機 を 使 用 す る も の と し ま す 。  

タ ク シ ー の 使 用 料 に つ い て は 、使 用 実 績 簿（別表２）を 作 成 し 、利 用 実 績 を 明 ら か  
に し て お い て 下 さ い 。  

 

（９）補助⾦ 
    新 居 浜 市 補 助 金 公 募 制 度 に よ っ て 予 算 化 さ れ た 補 助 金 に つ い て も 、社 会 的 ニ ー ズ や 、

具 体 的 ・ 数 量 的 な 効 果 ・ 成 果 の 把 握 な ど に 努 め 、 一 層 の 改 善 合 理 化 を 進 め て 下 さ い 。 
    執 行 に 際 し て は 、 「 新 居 浜 市 補 助 金 等 交 付 規 則 」 に 基 づ き 適 正 に 処 理 し て 下 さ い 。

ま た 、内 容 等 の 十 分 な 確 認 を 行 い 、必 要 に 応 じ て 補 助 金 減 額 な ど の 措 置 を 行 う と と も
に 、 交 付 し た 補 助 金 が 有 効 に 活 用 さ れ 、 適 正 な 処 理 が な さ れ て い る か な ど に つ い て 、
交 付 団 体 等 に 対 し 指 導 ・ 調 査 等 を 行 っ て 下 さ い 。    

 

新居浜市補助⾦等交付規則第 14条第
2項 に基 づき、支 払 明 細 書 （別 表 3）の
添付を省略できる補助⾦ 

① 条例設置による補助⾦で、補助⾦額が明定さ
れているもの 
② 国・県の補助⾦を伴う補助⾦ 

    ※取り扱いについて疑義がある場合は、事前に財政課と協議して下さい。 
    ※第２号様式中の前年度予算額は、最終予算額を記載して下さい。 
 
 

（10）委託料 
    各 種 調 査 研 究 等 の 委 託 に つ い て は 、そ の 業 務 内 容 が 専 門 的 か つ 特 殊 な も の に 限 定 し 、

計 画 策 定 等 も 可 能 な 限 り 自 前 で で き な い か を 検 討 の 上 行 っ て 下 さ い 。  
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（11）源泉徴収の取り扱い 
    所 得 税 の 源 泉 徴 収 と な る 支 出 命 令 書 は 、節 の 区 分 に 関 係 な く 全 て 人 事 課 へ 合 議 を し

て 下 さ い 。（ 平 成 ２ ６ 年 １ ０ 月 ３ １ 日 付 出 納 室 ⻑・人 事 課 ⻑ 通 知「 所 得 税 の 源 泉 徴 収
事 務 の 適 正 な 執 行 に つ い て 」（参考資料１）を 参 照 。 ）  

 
（12）基⾦の積⽴・取崩し、寄附⾦の受け⼊れ及び貸付⾦の繰上償還 

財 政 課 へ 合 議 し て 下 さ い 。な お 、寄 附 金 の 受 け 入 れ に つ い て は 、寄 付 者 の 意 向 に 沿
っ て 適 切 に 受 け 入 れ て 下 さ い 。  

  

（13）⽕災保険料（公⽤⾞任意保険） 
    公 用 車 の 任 意 保 険 加 入 に あ た っ て は 、 ３ 業 者 以 上 の 見 積 り 合 せ を 行 っ て 下 さ い 。  
 

（14）時間外勤務⼿当 
    業 務 の 一 層 の 効 率 的 ・ 計 画 的 な 執 行 に 努 め 、 時 間 外 勤 務 の 縮 減 を 図 っ て 下 さ い 。  
 

3 予算流用 

（１）流⽤の禁⽌ 
   流 用 を み だ り に 行 う こ と は 、予 算 執 行 体 制 そ の も の を 乱 す こ と に な る た め 、真 に や む

を 得 な い 場 合 に 限 り 、 必 要 最 小 限 に 留 め る こ と と し ま す 。  
流 用 し な け れ ば な ら な い と き は 、事 前 に 財 政 課 と 協 議 し て 下 さ い（ 流 用 の 決 裁 区 分 ：

各 部 局 の 伺 い は 流 用 金 額 に か か わ ら ず 部 局 ⻑ の 決 裁 を 要 し ま す ）。ま た 、歳 出 予 算 流 用
書 の 流 用 理 由 は 、 予 算 が 不 足 す る こ と と な っ た 理 由 を 具 体 的 に 記 載 し て 下 さ い 。  

   な お 、次 に 示 す 科 目 は 、原 則 と し て 流 用 禁 止 と し ま す 。（ た だ し 公 共 事 業 等 で 精 算 を
伴 う も の は 除 き ま す 。 ）  

 

【流⽤禁⽌項目】 

節 名 称 備  考 
報   酬 ⼈件費相互間の流⽤は除く 
給   料 同  上 

職員手当等 同  上 
共 済 費 同  上 
旅   費  
交 際 費  
需 ⽤ 費 うち⾷糧費 
役 務 費 うち広告料 

負担⾦補助及び交付⾦  
貸 付 ⾦  

投資及び出資⾦  
積 ⽴ ⾦  

 



7 

 

 【流⽤決裁区分】 
流⽤項目及び⾦額 決裁者（合議） 

100万円以下 財政課⻑（丙） 
100万円超又は目間流⽤ 企画部⻑（⼄） 
※起案及び証憑の主管課欄はすべて担当部局⻑までの印が必要です。 

       

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）補助事業等の精算に係る流⽤ 
 補 助 事 業 等 の 事 務 費 精 算 に あ た っ て は 、人 件 費 、共 通 需 用 費（ 郵 送 料 、複 写 機 用 紙
代 等 ）、情 報 化 推 進 事 業 費（ 電 算 機 使 用 料 … 複 合 機 賃 貸 借 使 用 料 ）を 最 優 先 し て 下 さ
い 。  
 

 

  第４ その他の事項  
 

（１）  ３ か 年 事 業 計 画（ 財 源 を 含 む ）の 変 更 が 必 要 と な る も の は 、事 前 に 総 合 政 策 課 、財
政 課 と 協 議 し て 下 さ い 。特 に 国・県 の 制 度 改 正 及 び 予 算 措 置 の 見 直 し 等 で 補 助 金 、負
担 金 が 縮 減 さ れ る 場 合 は 、当 該 事 業 の 見 直 し 、財 源 の 確 保 等 に つ い て 検 討 を 要 す る こ
と か ら 、 速 や か に 協 議 し て 下 さ い 。  
 

（２） 施 策 事 業 の 新 規 事 業 に つ い て は 、事 業 期 間 を 原 則 ３ 年（ 地 方 創 生 関 連 事 業 は 今 年 度
ま で ）以 内 と し 終 期 を 明 確 に し 、終 期 を 迎 え る も の に つ い て は 、継 続 の 必 要 性 、事 業
内 容 の 見 直 し を 検 討 す る な ど 、 効 果 的 な 執 行 に 努 め て 下 さ い 。  

 

（３） 光 熱 水 費 は 経 常 的 経 費 で あ り 、施 設 管 理 の 効 率 化 等 に よ り 節 減 可 能 で あ る こ と か ら 、
施 設 管 理 者 は 、使 用 量 等 の 動 向 を 常 に 把 握 し 、昼 休 み の 消 灯 や 不 要 な 照 明 の 調 整 等 積
極 的 に 節 減 に 努 め 、ニ ー ム ス や エ コ ア ク シ ョ ン プ ラ ン に い は ま に 沿 っ た 取 組 を 確 実 に
進 め て 下 さ い 。  

    ま た 、使 用 量 が 変 動 し て い る と き は 、直 ち に 原 因 究 明 に あ た る と と も に 適 切 な 措 置
を 講 じ 、 予 算 の 不 足 を 安 易 に 追 加 補 正 等 に 求 め る こ と の な い よ う に し て 下 さ い 。  

財 政 課 ⻑ 決 裁 =丙 、 企 画

部 ⻑ 決 裁 =乙 を 朱 で 囲 む  

財政課決裁ライン 
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（４） 特 別 会 計 は 、「 地 方 公 共 団 体 が 特 定 の 事 業 を 行 う 場 合 そ の 他 特 定 の 歳 入 を も っ て 特
定 の 歳 出 に 充 て 一 般 の 歳 入 歳 出 と 区 分 し て 経 理 す る 必 要 が あ る 場 合 」（ 地 方 自 治 法 第
２ ０ ９ 条 第 ２ 項 ）に 設 け る こ と が で き る も の で あ り 、そ の 性 格 を 再 認 識 し 、自 己 財 源
の 確 保 に 努 め 、 会 計 独 立 の 原 則 に 基 づ い た 予 算 執 行 を 行 っ て 下 さ い 。  

 

（５） 支 出 負 担 行 為 で 異 例 、重 要 な も の に つ い て は 、事 前 に 会 計 管 理 者 と 協 議 し て 下 さ い 。  
 

（６）  災 害 復 旧 に 係 る 予 算 対 応 に つ い て は 、 国 庫 補 助 制 度 や 起 債 制 度 を 最 大 限 に 活 用 し 、 
一 般 財 源 の 軽 減 に 努 め 、 次 の 点 に 注 意 し て 取 り 組 む こ と を 徹 底 し て 下 さ い 。  

 

ア 災 害 復 旧 に 係 る 国 庫 補 助 制 度 が な い か 、 平 素 か ら 国 ・ 県 に 確 認 し て お く と 同 時 に 、
災 害 時 に は 速 や か に 手 続 き の 着 手 を 行 っ て 下 さ い 。特 に 、通 常 で あ れ ば 補 助 制 度 の な
い 災 害 復 旧 事 業 に つ い て も 、災 害 関 連 ○ ○ 事 業 な ど で 補 助 対 象 と な る 場 合 や 、激 甚 指
定 さ れ た 災 害 時 の み 対 象 と な る 事 業 な ど も あ る た め 、国・県 と の 連 絡 を 密 に し 、情 報
収 集 に 努 め て 下 さ い 。  

イ 単 独 災 害 復 旧 事 業 の 場 合 に つ い て も 、 ポ ー ル や テ ー プ を 利 用 し て 被 災 状 況 ・ 延 ⻑ ・
奥 行・高 さ（ 深 さ ）が 確 認 で き る 写 真 撮 影 を 行 っ て 下 さ い 。そ の 際 、近 景・遠 景 を 多
角 度 よ り 撮 影 す る よ う 心 が け て 下 さ い 。併 せ て 断 面・平 面・展 開 図 等 で 被 災 状 況 と 復
旧 工 法 を 示 し 、適 切 な 工 事 に 努 め て 下 さ い 。ま た 、補 助 事 業 の 対 象 と な り 得 な い か ど
う か 、県 の 担 当 課 へ の 照 会 を 必 ず 行 っ て 下 さ い 。更 に 、緊 急 を 要 す る 場 合 で も 業 者 見
積 も り な ど に よ り 復 旧 予 定 金 額 （ 予 算 要 望 額 ） を 把 握 し て 下 さ い 。  

 

（７） 複 数 年 の 指 定 管 理 契 約 を 行 う 際 に は 、契 約 年 数 に 対 応 す る 債 務 負 担 行 為 が 必 要 で す
の で 遺 漏 の な い よ う 十 分 留 意 し て 下 さ い 。（負担⾏為書様式︓参考資料２） 

 

（８） 予 算 執 行 の 適 正 を 期 す る た め 、関 係 法 令（ 廃 棄 物 処 理 法 、各 種 リ サ イ ク ル 法 、フ ロ
ン 回 収 ・ 破 壊 法 等 ） を 遵 守 す る と と も に 、 綱 紀 の 厳 正 な 保 持 に 努 め て 下 さ い 。  

 

（９） 市 議 会 、監 査 委 員 、会 計 検 査 院 等 の 意 見 又 は 指 摘 事 項 に つ い て は 、そ の 趣 旨 に 十 分
留 意 し 、 再 び 同 様 の 指 摘 を 受 け る こ と の な い よ う 、 適 正 な 予 算 執 行 に 努 め て 下 さ い 。 

 

（10） 平 成 ２ ８ 年 ２ 月 か ら 一 部 の 節 を 除 き 確 認 書 の 貼 付 を 廃 止 し 、 事 務 の 効 率 化 を 図 っ  
   て い ま す が 、 履 行 確 認 の 重 要 性 を 認 識 し 、 現 物 、 書 類 等 を 十 分 に 確 認 の 上 、 押 印 等  

を 行 っ て 下 さ い 。  


